
株主各位

上記の事項は、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト
（http://www.toyota-boshoku.com/）に掲載することにより、株主の皆様に
提供したものであり、監査役及び会計監査人が監査報告を作成するに際して、
監査をした対象の一部です。

―（１）―

トヨタ紡織株式会社
平成26年5月29日

第89期　連結計算書類の連結注記表

第89期　計算書類の個別注記表



連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　１．連結の範囲に関する事項

　　　連結子会社　96社 トヨタ紡織東北㈱、トヨタ紡織九州㈱、ＴＢカワシマ㈱、トヨタ紡織アメリ
カ㈱、トヨタ紡織カナダ㈱、トヨタ紡織インディアナＬＬＣ．、トヨタ紡織
アジア㈱、豊田紡織（中国）㈲、天津英泰汽車飾件㈲、トヨタ紡織ヨーロッ
パ㈱、トヨタ紡織南アフリカ㈱、紡織オートモーティブヨーロッパ㈲　他
なお、トヨタ紡織ラオス㈱、瀋陽豊田紡織汽車部件㈲、河源豊田紡織汽車部
件㈲、紡織オートモーティブ（タイランド）㈱は新規設立により、持分法適
用の関連会社であったＴＢカワシマ㈱は増資引受により、連結子会社となっ
たため、当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
ＴＢカワシマ㈱を連結子会社化したことにより、同社の子会社である㈱セイ
ワ、上海申達川島染整㈲、ＴＢカワシマオーストラリア㈱、ＴＢカワシマＵ
ＳＡ㈱、川島織物（上海）㈲、昆山聖和汽車装飾㈲、ＴＢカワシマタイ㈱、
ＴＢカワシマインド㈱、聖和座套（蚌埠）㈲も連結の範囲に含めております。

　２．持分法の適用に関する事項

　　　関連会社　　13社 東海化成工業㈱、トヨタ車体精工㈱、天津華豊汽車装飾㈲、トリムリーダー
㈱　他
なお、タール紡織パキスタン㈱、トヨタ紡織レランインディア㈱は新規設立
により、オーストラリアファブリックラミネーション㈱、アテジャカワシマ
㈱はＴＢカワシマ㈱を連結子会社化したことにより、当連結会計年度より持
分法の適用の範囲に含めております。また、ＴＢカワシマ㈱は持分法適用の
関連会社から連結子会社となったため、当連結会計年度より持分法の適用の
範囲から除外しております。

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　(1) 連結子会社のうち決算日が連結決算日（３月31日）と異なる子会社は次のとおりであります。
 　　 12月31日 トヨタ紡織　ド　ブラジル㈲、豊田紡織（中国）㈲、天津英泰汽車飾件㈲、広州桜
　　　　　　　 泰汽車飾件㈲、紡織オートモーティブヨーロッパ㈲　他　合計34社
　
　(2) 連結計算書類作成にあたっては、決算日の差異が３ヶ月を超えないため、各社の事業年度の計算
　　　書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については連結上必要な調整を行っており
　　　ます。

　４．会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
　　①有価証券
　　　ア．満期保有目的の債券
　　　　　償却原価法（定額法）
　　　イ．その他有価証券
　　　　　時価のあるもの 決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法

により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
　　　　　時価のないもの 移動平均法による原価法
　　②デリバティブ取引により生じる債権及び債務
　　　時価法により評価しております。
　　③たな卸資産
　　　製品・原材料・仕掛品・貯蔵品は、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
　　　低下に基づく簿価切下げの方法により算定）により評価しております。
　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
　　　償却の方法は、主として、有形固定資産（リース資産を除く）については定率法、無形固定資産
　　　（リース資産を除く）については定額法、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース
　　　資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　(3) 重要な引当金の計上基準
　　①貸倒引当金
　　　一般債権については貸倒実績率等を含めて総合的に勘案し、貸倒懸念債権等特定の債権について
　　　は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
　　②役員賞与引当金
　　　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額の当連結会計年度負担額を計上し
　　　ております。
　　③製品保証引当金
　　　製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、将来支出が見込まれる額を計上して
　　　おります。

―（２）―

連　結　注　記　表



　(4) その他連結計算書類の作成のための重要な事項
　　①ヘッジ会計の方法
　　　繰延ヘッジ法を採用しております。なお、為替予約および通貨スワップについては、振当処理の
　　　要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしてい
　　　る場合は特例処理を採用しております。
　　②退職給付に係る負債の計上基準
　　　退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基
　　　づき、退職給付債務から年金資産を控除した額を計上しております。
　　　過去勤務費用は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として17年）
　　　による定額法により費用処理しております。
　　　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
　　　年数（主として17年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用
　　　処理しております。
      未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部に
      おけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
　　③消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
　　④のれんの償却に関する事項
　　　のれんの償却については、原則として発生時以降５年間の均等償却を行っておりますが、金額が
　　　僅少な場合は、発生時に一括償却しております。
　　
会計方針の変更

（退職給付に関する会計基準等の適用）
　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基
　準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平
　成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし、
　退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職
　給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債に計上する方法に変更し、未認識数
　理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を退職給付に係る負債に計上しております。
　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って
　おり、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他の包括利益累計額の退職給付に
　係る調整累計額に加減しております。
　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が35,420百万円計上されるとともに、
　その他の包括利益累計額が2,269百万円減少し、少数株主持分が321百万円減少しております。

連結貸借対照表に関する注記
　１．担保に供している資産および担保に係る債務
　(1) 担保に供している資産 建物及び構築物等 344百万円

土地 939百万円
計 1,283百万円

　(2) 担保に係る債務 預り保証金 521百万円
　２．有形固定資産の減価償却累計額 383,768百万円
　　　上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
　３．保証債務
　　　金融機関等からの借入に対する保証債務 1百万円
　
連結株主資本等変動計算書に関する注記
　１．発行済株式の種類および総数に関する事項

　２．剰余金の配当に関する事項
　(1) 配当金支払額

―（３）―

平成25年10月31日
普通株式 1,667 ９

取締役会
平成25年９月30日

平成25年６月13日
普通株式 1,853 10

定時株主総会

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

1株あたり
配当額
（円）

187,665,738株 － －

普　通　株　式 187,665,738株 － －

合　　　　　計

当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度 当連結会計年度
期 首 株 式 数 増 加 株 式 数 減 少 株 式 数

平成25年３月31日 平成25年６月14日

期 末 株 式 数

187,665,738株

187,665,738株

基準日 効力発生日

平成25年11月26日



　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
　　  　平成26年６月13日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとお
　　　り提案しております。
　　　①配当金の総額 1,667百万円
　　　②１株当たり配当額 ９円
　　　③基準日 平成26年３月31日
　　　④効力発生日 平成26年６月16日
　　　　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

　３．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的と
　　　なる株式の種類および数

金融商品に関する注記
　１．金融商品の状況に関する事項
　　　当社グループは、資金運用については短期的な預金等で運用し、また、資金調達については主に
　　　金融機関からの借入れや社債の発行による方針であります。
　　　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、社内管理規程に沿ってリスク低減を図っておりま
　　　す。また、投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価の把握を行っ
　　　ております。
　　　借入金および社債のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金および社
　　　債は主に設備投資に係る資金調達であります。一部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利ス
　　　ワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブ取引は、社内管
　　　理規程に基づき実施しております。
　２．金融商品の時価等に関する事項
　　　平成26年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額
　　　については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、
　　　次表には含まれておりません（（注２）参照）。

（単位：百万円）

(１) 現金及び預金
(２) 受取手形及び売掛金
     貸倒引当金(*)

計
(３) 有価証券
(４) 投資有価証券
(５) 支払手形及び買掛金
(６) 短期借入金
(７) １年内返済予定の長期借入金
(８) 未払法人税等
(９) 長期借入金
(10) 社債
(11) デリバティブ取引
(*)受取手形及び売掛金に対応する一般貸倒引当金を控除しております。
(注１) 金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
(１)現金及び預金、(２)受取手形及び売掛金、（３）有価証券
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
　　おります。
(４)投資有価証券
　　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。　
(５)支払手形及び買掛金、(６)短期借入金
　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
　　おります。
(７)１年内返済予定の長期借入金　
　　１年内返済予定の長期借入金の時価については、主に、元利金の合計額を同様の新規借入れを行っ
　　た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。一部の変動金利による１年
　　内返済予定の長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体
　　として処理された元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積もられ
　　る利率で割り引いて算定する方法によっております。

―（４）―
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5,218 5,218 －

20,000 20,026
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－
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2,766 2,766 －

163,433 163,433 －
28,607 28,607 －

△ 483
166,256 166,256 －

89,548 89,548 －
166,739

連結貸借対照表
時価 差額

計上額

新株予約権の目的
261,000株 328,000株 387,400株

となる株式の数

新株予約権の目的
普通株式 普通株式 普通株式

となる株式の種類

平成22年６月19日発行決議の日 平成20年６月20日 平成21年６月19日



(８)未払法人税等
　　未払法人税等は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
　　よっております。
(９)長期借入金
　　長期借入金の時価については、主に、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定され
　　る利率で割り引いて算定する方法によっております。一部の変動金利による長期借入金は金利スワッ
　　プの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、
　　同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっ
　　ております。
(10)社債
　　社債の時価については、元利金の合計額を、同様の新規社債を発行した場合に想定される利率で割
　　り引いて算定する方法によっております。
(11)デリバティブ取引
　　ヘッジ会計が適用されているもの
　　　為替予約取引については、先物為替相場によっております。
　　　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理さ
　　　れているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　　　 非上場株式等（連結貸借対照表計上額11,903百万円）は、市場価格がなく、かつ、将来キャッ
       シュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた
       め、「(４)投資有価証券」には含めておりません。

１株当たり情報に関する注記
　１．１株当たり純資産額 1,115円69銭
　２．１株当たり当期純利益 68円05銭

―（５）―



重要な会計方針に係る事項に関する注記
　１．資産の評価基準及び評価方法
　(1) 有価証券
　　①子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
　　②その他有価証券
　　　時価のあるもの 決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）
　　　時価のないもの 移動平均法による原価法
　(2) デリバティブ取引により生じる債権及び債務
　　　時価法により評価しております。
　(3) たな卸資産
　　　製品・原材料・仕掛品・貯蔵品は、総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
　　　く簿価切下げの方法により算定）により評価しております。
　２．固定資産の減価償却の方法
　　　償却の方法は、有形固定資産（リース資産を除く）については定率法、無形固定資産については定
　　　額法、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間を耐用年数とし、
　　　残存価額を零とする定額法を採用しております。
　３．引当金の計上基準
　(1) 貸倒引当金
　　　一般債権については貸倒実績率等を含めて総合的に勘案し、貸倒懸念債権等特定の債権については
　　　個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
　(2) 役員賞与引当金
　　　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。
　(3) 製品保証引当金
　　　製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、将来支出が見込まれる額を計上してお
　　　ります。
　(4) 退職給付引当金
　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
　　　き計上しております。
　４．ヘッジ会計の方法
　　　繰延ヘッジ法を採用しております。なお、為替予約および通貨スワップについては、振当処理の要
　　　件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場
　　　合は特例処理を採用しております。
　５．消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。　

貸借対照表に関する注記
　１．担保に供している資産および担保に係る債務
　(1) 担保に供している資産 建物 332百万円

構築物等 11百万円
土地 939百万円
計 1,283百万円

　(2) 担保に係る債務 預り保証金 521百万円
　２．有形固定資産の減価償却累計額 214,727百万円
　　　上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
　３．保証債務
　　　金融機関等からの借入等に対する保証債務 11,874百万円
　４．関係会社に対する金銭債権および金銭債務
　　　短期金銭債権 91,074百万円
　　　長期金銭債権 21,318百万円
　　　短期金銭債務 48,166百万円

損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

　営業取引による取引高
　　売上高 422,789百万円
　　仕入高 307,151百万円
　営業取引以外の取引による取引高 20,020百万円

　

―（６）―

個　別　注　記　表



株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の種類および株式数に関する事項

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加216株は、単元未満株式の買取による増加216株であります。
　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少8,600株は、新株予約権の行使による減少8,600株であります。

税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な要因は、退職給付引当金、減価償却費であり、評価性引当額を控除しております。
繰延税金負債の発生の主な要因は、固定資産圧縮積立金、その他有価証券評価差額金であります。

　
リースにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース
契約により使用しております。

　
関連当事者との取引に関する注記
　１．親会社及び法人主要株主等

　　（注）１．取引金額には、消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めております。
　　　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　　　　　自動車部品の販売については、市場価格、総原価を勘案して希望価格を提示し、毎期価格交渉
　　　　　　　のうえ、一般的取引条件と同様に決定しております。
　　　　　　　自動車部品の購入については、提示された価格に基づき、毎期価格交渉のうえ、一般的取引条
　　　　　　　件と同様に決定しております。

　２．子会社及び関連会社等

　　（注）１．取引金額には、消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めております。
　　　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　　　　　資金の貸付については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。
　　　　　　　増資の引受については、トヨタ紡織ヨーロッパ㈱が当社に行った株主割当増資を引き受けたも
　　　　　　　のであります。
　　　　　　　長期借入金への債務保証については、金融機関からの借入に対する債務保証であり、取引金額
　　　　　　　は期末時点の保証残高であります。
　　　　　　　自動車部品の購入については、提示された価格に基づき、毎期価格交渉のうえ、一般的取引条
　　　　　　　件と同様に決定しております。
　　　　　　　自動車部品の有償支給については、市場価格、総原価を勘案して決定しております。　

普通株式（注） 2,363,014株 216株
期 首 株 式 数 増 加 株 式 数
当 事 業 年 度 当 事 業 年 度 当 事 業 年 度

8,600株

当 事 業 年 度

合　　　　　計 2,363,014株 216株 8,600株 2,354,630株

減 少 株 式 数 期 末 株 式 数
2,354,630株

種類
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
(名)

事業上
の関係

その他の
関係会社

トヨタ
自動車㈱

愛知県
豊田市

百万円
397,049

自動車および
同部品等の製
造・販売

被所有
直接 39.8
間接  0.1

兼任２
転籍６

当社製品
の販売等

自動車部品の
販売

393,207
売掛金 38,070

電子記
録債権

11,994

自動車部品の
購入

63,209 買掛金 10,794

種類
会社等
の名称

資本金又
は出資金

住所
期末残高
(百万円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目役員の
兼任等
(名)

事業上
の関係

子会社
トヨタ紡織
アメリカ㈱

千米ドル
539,742

米国
ケンタッ
キー州

自動車部品等
の製造・販売

所有
直接100.0

兼任４
設計業務の
委託

関係会社
取引調整金

1,285
未払
費用

2,798

資金の貸付 15,532
長期
貸付

16,307

貸付金の回収 15,614
短期
貸付

3,057

子会社
トヨタ紡織
ヨーロッパ
㈱

千ユーロ
326,534

ベルギー
ザベン
タム市

自動車部品等
の製造・販売

所有
直接100.0

兼任３
設計業務の
委託

増資の引受 13,397 - -

子会社

紡織オート
モーティブ
ヨーロッパ
㈲

千ユーロ
26

ドイツ
ゲーレッツ
リート市

自動車部品等
の製造・販売

所有
間接100.0

兼任４ 債務保証等
長期借入金へ
の債務保証

7,157 - -

子会社
トヨタ紡
織九州㈱

百万円
480

佐賀県
神埼市

自動車部品等
の製造・販売

所有
直接100.0

兼任１
同社製品
の購入

自動車部品
の購入

62,220 買掛金 6,193

自動車部品
の有償支給

40,598
未収
入金

4,845

子会社 ㈱コベルク
百万円

97
愛知県
刈谷市

自動車部品等
の製造・販売

所有
直接 52.0

兼任１
同社製品
の購入

自動車部品
の購入

48,210 買掛金 5,431

自動車部品
の有償支給

44,254
未収
入金

5,324

関連会社
トヨタ車体
精工㈱

百万円
869

愛知県
高浜市

自動車部品等
の製造・販売

所有
直接 33.6

兼任１
同社製品
の購入

自動車部品
の購入

26,020 買掛金 4,279

―（７）―



３．兄弟会社等

　　（注）１．取引金額には、消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めております。
　　　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　　　　　自動車部品の販売については、市場価格、総原価を勘案して希望価格を提示し、毎期価格交渉
　　　　　　　のうえ、一般的取引条件と同様に決定しております。

４．役員及び個人主要株主等

　　（注）１．取引金額には、消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含めております。
　　　　　２．加藤宣明氏が第三者（㈱デンソー）の代表者として行った取引であります。
　　　　　３．取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　　　　　自動車部品の販売については、市場価格、総原価を勘案して希望価格を提示し、毎期価格交渉
　　　　　　　のうえ、一般的取引条件と同様に決定しております。
　
１株当たり情報に関する注記
　１．１株当たり純資産額 695円88銭
　２．１株当たり当期純利益 △141円48銭

種類
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
(名)

事業上
の関係

その他の
関係会社
の子会社

トヨタ
車体㈱

愛知県
刈谷市

百万円
10,371

自動車および
同部品等の
製造・販売

被所有
直接 0.1

-
当社製品
の販売等

自動車部品
の販売

102,032 売掛金 16,636

種類
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)役員の

兼任等
(名)

事業上
の関係

-
役員及
びその
近親者

加藤宣明 - -

―（８）―

自動車部品
の販売

37,926 売掛金 4,810
当社監査役
㈱デンソー
取締役社長

- -


